
1 頁

そ

したことにより、環境

の

保全を推進することが

他

できた。

Ａ：成果があ

　

がった

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

環境情報提供事業

環境

類

部　環境保全課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

03 基本目

ド

標３　　人と自然が調

ソ

和した、やすらぎのあ

フ

るまち
総合計画の

03

ト

③〈循環型社会〉　循

根

環型社会をめざして環

拠

境負荷の少ない暮らし

法

方を定着させる
位置付

令

け
01 1 環境に配慮

等

した事業活動・暮らし

対

のしくみをつくる

市民象 、事業者

□ □ □ □

市民

・

及び事業者が環境保全

受

に関する情報を認識し

益

、公害の未然 環境保全

者

を推進するため、ホー

事

ムページから大気汚染

業

・気象観
防止に向けて

期

取り組んでいます。 測

間

のリアルタイムデータ

委

並びに環境情報を提供

託

するとともに、
「環境

、

測定レポート」を発行

協

し、測定結果を公表し

働

ます。

ホームページ更

【

新回数 回

－

20 20 2

委

0

19

ホームページア

託

クセス件数 件

環境保全

：

に関する情報関心度を

3

確認

9,000 9,0

セ

00 9,000

8,3

ク

86

①：予定どおり

環

・

境保全を推進するため

財

、課ホームページから

団

大気汚染・気象観測の

企

リアルタイムデータ並

業

びに環境関連情報を提

Ｎ

供するととも
に、「環

Ｐ

境測定レポート」を発

Ｏ

行し、測定結果を公表
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位

0.00 0.00 0.

施

00

0 0 5,035 5

策

,035 5,035 0

へ

0

0 0 5,035 5,

の

035 5,035 0 0

貢

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

ホーム

献

ページや「環境測定レ

高

ポート」を中心に、環

市

境情報の提供を引き続

民

き行っていく。

市民が

満

必要としている環境情

足

報の提供方法や内容を

度

検討する。

環境情報の

を

スピーディーな提供の

高

ため、その情報伝達手

め

段の改善は急務である

る

。

方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 環境への関心が高ま

出

っている中で、市民や

総

事業者に対し
●■ て環

合

境情報を提供する必要

評

性は高い。

■ ○
□
□ 環

価

境への関心が高まって

市

いる中で、市民や事業

民

者に環境
●■ 情報を提

ニ

供することにより、環

ー

境保全に対する認識を

ズ

高

■ め、公害のない住

高

みよいまちづくりに寄

事

与している。 ○
□
■ ホ

業

ームページや「環境測

目

定レポート」を通じ、

的

環境情報
○

■ が市民に

の

提供されている。また

達

「環境測定レポート」

成

は
●

□ 受益者の負担と

状

して５００円で販売し

況

ている。
○

□
□ 事業費

必

は人件費のみであり、

要

削減は難しい。
○

■
●

性

□
○

□

市民が必要とし

市

ている環境情報の提供

の

方法や内容を検討する

関

。

環境情報の提供 環境

与

情報の提供 環境情報の

の

提供

0 0 0 0 0 0 0

0

必

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

要

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

性

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

低

0 0 0 0

0.00 0.

事

00 0.00

0.00

そ

0.00 0.60 0.

の

60 0.60 0.00

他

0.00

0.00 0.

上

00 0.00 0.00




